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国際交流活動Ⅴ

１ 海外との連携・交流による研究の推進状況

文部科学省の研究員海外派遣制度の活用、科学研究費補助金の獲得向上を図り、これら

の経費や学術交流協定などによる本研究所の研究職員の海外派遣、海外からの研究者の受

け入れなど、国際学術交流は平成１７年度も盛んに行われた。

（１）研究者の海外派遣状況

研究職員の海外派遣は３９名であった。本年度に開設された文部科学省による「大学

教育における国際化推進プログラム」の研究員派遣制度を受けて、イギリスバーミンガ

ム大学において、６ヶ月間にわたり１名が「国際比較における所内体制の整備」の調査

研究を行った。

、 、 ．また 文部科学省の国際研究集会派遣による渡航者は １１月に米国・ワシントンＤ

Ｃ．で行われた、ＯＥＣＤが主催する研究プロジェクト「特別なニーズに応じた教育－

教育の均等さについての統計と指標」の研究協議会と１２月にフィンランド・ヘルシン

キで行われた、フィンランド教育庁主催国際セミナー「国際学力度調査におけるフィン

」 、 。ランド－基礎教育における学習サポートと福祉サポート に各２名 計４名が参加した

、 「 」さらに ニューヨーク国連本部において行われた 障害者権利条約アドホック委員会

に出席のため、日本政府派遣代表の一員として１名が渡米した。

科学研究費補助金による研究職員の海外出張は２５名で、昨年同様、依然活発に研究

を展開している。これは、科学研究費を獲得した研究職員が、国際的視野で研究に取り

組んだ成果だと考える。

また、本年度はベルギーのブラッセル日本人学校の依頼による「通常学級における高

機能自閉症等の児童生徒の指導、及び特別支援教育推進のための校内組織作りの方策協

議」のためにベルギーへ１名、韓国国立特殊教育院の依頼による、国際セミナー「アジ

ア・太平洋諸国におけるインクルーシブ教育２００５」出席のため韓国へ１名を派遣し

た。

今年度の派遣先国は、アイルランド、アメリカ、イギリス、ウズベキスタン、オラン

ダ、韓国、シンガポール、スウェーデン、タイ、台湾、中国、ドイツ、ニュージーラン

ド、パナマ、フィンランド、フランス、ベルギ－及びメキシコであった。

項 目 人 数

大学教育国際推進化プログラム １

国際研究集会 ４

国連会議 １

科学研究費補助金 ２５

その他 ８

合 計 ３９

（２）海外の情報収集・提供

海外の特殊教育の実情調査の実施状況と成果の公表状況について、平成１７年度は、
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アジア・太平洋特殊教育国際セミナーや日韓特殊教育セミナーを始め 「ＰＩＳＡ研究、

」 「 」 、 、 、におけるフィンランド や 韓国特殊教育院国際セミナー について また イタリア

フランスにおける調査研究の成果を「世界の特殊教育（ＸＸ 」に取りまとめ、国際セ）

ミナー参加各国関係機関、都道府県・指定都市の教育委員会、特殊教育センター、国立

大学教育学部等に配布した。

さらに、文部科学省特別支援教育課からの主要国における障害のある子どもの教育制

度にかかる資料収集の依頼に対し情報提供するとともに、そのような情報収集の効率化

を図るために所内での国別情報収集体制を整備した。

また、中央教育審議会初等中等教育分科会特別支援教育特別委員会において 「主要、

国における障害のある児童生徒の就学について」の資料提供を行った。この資料に関し

ては「世界の特殊教育（ＸＸ 」にまとめてある。）

（３）年報「アジア・太平洋特殊教育ジャーナル（JSEAP 」の刊行）

平成１６年度にアジア・太平洋特殊教育国際セミナーで提案され 承認された年報 ア、 「

ジア・太平洋特殊教育ジャーナル」を刊行した。本ジャーナルは、セミナー参加国にお

ける教育施策の動向や実践研究等に関する情報交換に資するものとして、日本、中国、

韓国、マレーシアの４カ国による持ち回りで英文により編集され、電子媒体により情報

提供されるものである。ただし、本ジャーナル刊行の活動が軌道に乗るまで、当分の間

本研究所が編集を行うものとなっている。

（４）国際セミナーの開催

国際セミナーについては、平成１７年１１月に本研究所と日本ユネスコ国内委員会が

主催して第２５回アジア・太平洋特殊教育国際セミナーを実施した。

① 趣 旨

１９８１年以来、特殊教育に関するＡＰＥＩＤセミナーを開催してきたが、平成１

４年度からは、新たに「アジア・太平洋特殊教育国際セミナー」としてアジア・太

平洋及びオセアニア地域の国々の特殊教育の発展と教育の向上に資することを目的

に、特殊教育専門家を招聘し特殊教育に関するセミナーを実施している。今年度の

セミナ－は基調講演、各国からの代表者による国別報告、総括協議及び横浜市立高

等養護学校の見学等から構成され、４日間にわたり延べ２４３名の参加があった。

② 主 催

日本ユネスコ国内委員会

国立特殊教育総合研究所

③ 会期・場所

平成１７年１１月７日（月）～１０日（木）

横浜シンポジア

④ テーマ

知的障害のある子どもの指導の工夫および教育環境の整備

－就労をとおした社会への積極的な参加を目指して－

⑤ 実施内容

今年度のセミナ－では、特定非営利活動法人（ＮＰＯ）大阪障害者雇用支援ネッ

トワ－ク代表理事 関 宏之氏 による「知的障害のある人の自立と社会参加－働く

ことの意味－」演題とする基調講演、各国参加者による報告、総括協議及び関係施

設見学等が行われた。また、各国からの報告は、知的障害のある子どもの指導の工

夫および教育環境の整備をテーマに、現場における日々の実践からそれぞれの国の
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政策・施策（今後の計画を含む ）に至るまで多岐にわたるものであった。。

⑥ 参加国

オーストラリア、バングラデシュ、中国、インド、インドネシア、日本、マレー

シア、ニュージーランド、パキスタン、フィリピン、韓国、スリランカ、タイ（計

１３か国）

⑦ 参加者

・上記⑥の海外からの参加者 １２名

・盲・聾・養護学校の教員及び都道府県教育委員会の指導主事等 延べ人数７１名

・所内参加者 延べ人数１２４名

⑧ その他

今回のセミナーでは、参加国間の教育施策の動向や実践研究に関する情報交換に

資するものとして、前述の年報「アジア・太平洋特殊教育ジャーナル（JSEAP 」の）

第１号を冊子にして参加国の代表者に配布した。

（５）外国人研究者の受け入れ状況

第２５回アジア・太平洋特殊教育国際セミナー開催に伴う参加国のユネスコ国内委員

会から推薦された招聘者は１２名であった。その他、海外からの視察団など、１日のみ

の訪問者を加えた総数は６２名となっており、本年度も目標値を大幅に上回る結果とな

った。

項 目 人 数

アジア・太平洋特殊教育国際セミナ－による招聘 １２

研究交流・研修の受け入れ １３

視察等の受け入れ ６２

合 計 ８７

（６）ニューズレター等の発行

本研究所の情報や第２５回アジア・太平洋特殊教育国際セミナーの実施報告等を載せ

たニューズレターＮｏ．２５及びＮｏ．２６、また、第２５回アジア・太平洋特殊教育

国際セミナー研究発表レポートを収録したFinal Report 25thを作成し、国際セミナー

参加各国関係機関及び国内の関係諸機関に配布した。さらに、セミナーのテーマである

「知的障害教育の基本データ」を収集整理し、国際セミナー参加各国関係機関に配布し

た。

２ 国際貢献

（１）政府関係機関及び国際機関への協力

韓国唯一の国立ウジン肢体不自由養護学校から学校長及び教務主任１名、事務官１名

を受け入れ、重度・重複障害のある児童生徒の教育課程について協議を行った。

また、前述のようにニューヨーク国連本部において行われた「障害者権利条約アドホ

ック委員会」に出席のため、日本政府派遣代表団の一員として１名が渡米した。

（２）来日外国人研究者等への専門的知見の提供

韓国ナザレン大学から２名の教授が学生２０名とともに肢体不自由教育を中心とした
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視察のため来所した。アメリカからはパーキンス盲学校の開発・広報部長が来所し、日

本の特殊教育及び盲ろう教育について意見交換を行った。また、インドS.N.D.T女子大

学の教授が学習障害のアセスメントと指導法に関する情報収集のため来所した。

さらに、韓国から、日本における障害児教育に関する資料収集、特に幼児期・児童期

の教育相談についての情報収集のため、学生を含めた、韓国ヌリ事業特殊教育研修団３

２名が視察に訪れるなど、今年度も視察及び意見交換が活発に行われた。

（３）国際セミナー等の開催による各国の特殊教育の発展への支援

前述したように、ＡＰＥＩＤ計画に基づくＡＰＥＩＤ特殊教育セミナーの趣旨を引き

継いで、平成１４年度からアジア・太平洋特殊教育国際セミナーとして実施し、従来の

テーマの設定について見直しを行い、特定のテーマで深い議論を行うこととし、平成１

７年度は、近年のアジア・太平洋地域における知的障害教育の進展を背景に「知的障害

のある子どもの指導の工夫および教育環境の整備」をテーマに、研究、教育実践、行政

施策の現状と課題について討議を行った。

（４）海外研究機関との連携・交流

韓国国立特殊教育院及びドイツ（ケルン大学特殊教育学部）との学術交流協定を締結

し、研究者の交流及び研究資料の相互交換を積極的に進めている。

なお、ケルン大学との学術交流に関しては、ここ数年来セミナ－が行われていないた

め、外部資金導入によるセミナ－の開催等の可能性について検討中である。

（５）その他

文部科学省国際教育協力・拠点システム事業報告、第２回国際教育協力日本フォーラ

、 。ム等に参加し 特殊教育の分野における国際協力活動に資するための資料収集を行った

３ まとめと今後の課題

本年度は、組織再編の２年次であり、昨年度の反省に基づき、国際的な活動のさらなる

充実を図った。本年度は前年度からの国際交流活動に加え、新たに、①「アジア・太平洋

特殊教育ジャーナル」の刊行、②開発途上国（特に南アメリカ地域研修生への研修サポー

ト）に対する国際貢献活動展開のための準備活動の開始、③諸外国における資料収集体制

の整備等の活動を行った。

今後は上記のように、国際交流の充実化をめざすための新たな活動の企画やその実現化

に向けた、外部資金導入の可能性の探索、さらに本研究所における物理的・人的キャパシ

ティーの調整を如何に円滑に行うか等について検討していく必要がある。


